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　地方公共団体がどのような資産を保有しているのか（資産保
有状況）と、その資産がどのような財源でまかなわれているか
（財源調達状況）を対照表示したものです。貸借対照表によ
り、基準日時点における山田町の財政状況（資産・負債・純資
産といったストック項目の残高）が明らかにされます。

　１年間の地方公共団体の行政活動のうち、人的サービスや各
種給付サービスなど資産形成につながらない行政サービスに伴
うコストを明らかにするものです。従来の現金主義会計では補
足できなかった現金の支払いを伴わない費用（減価償却費な
ど）についても計上しています。

　１年間の地方公共団体の純資産、つまり資産から負債を差し
引いた残りが、一会計年度にどのように増減したかを明らかに
するものです。

　１年間の資金の流れを明らかにするもので、性質の異なる３
つの活動（業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支）に分
けて表示します。

山田町財務書類の公表について

　山田町では、「統一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務大臣通知）」を
受け、平成２８年度決算より「統一的な基準」による財務書類等の作成を行いました。
　「統一的な基準」に基づく財務書類は、「統一的な基準による地方公会計マニュアル（平
成２７年１月総務省）」で示されている様式による財務書類４表に、これらの財務書類に関
する事項についての附属明細書及び作成に当たって説明する必要がある情報を示した注記を
加えて作成しております。

１　地方公会計制度に基づく財務書類（財務４表）の概要

　地方公会計制度とは、「現金主義・単式簿記」を特徴とする従来の地方公共団体の会計制
度に対して、「発生主義・複式簿記」などの企業会計手法を導入する取組です。これによ
り、地方公共団体が所有する資産及び負債といったストック状況、減価償却費や引当金など
のコスト情報を把握し、より実態に即した財政状況を明らかにするものです。
　財務４表とは、民間企業における会計の考え方（発生主義・複式簿記）で作成される決算
に関する次の４表のことをいいます。
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■岩手県沿岸知的障害児施設組合
■宮古地区広域行政組合
■岩手県市町村総合事務組合
■岩手県後期高齢者医療広域連合

■国民健康保険特別会計
■後期高齢者医療特別会計
■介護保険特別会計（事業勘定）
■介護保険特別会計（サービス勘定）
■漁業集落排水処理事業特別会計
■公共下水道事業特別会計
■水道事業会計

■一般会計

２　公表時期及び公表方法

３　財務書類の作成範囲

４　作成基準日

　財務４表の作成基準日は、会計年度の最終日である平成３０年３月３１日としています。
なお、出納整理期間（平成３０年４月１日から５月３１日まで）の出納については、作成基
準日までに終了したものとして取り扱っています。

　平成２９年度以降の決算については、決算処理が終了後、公表予定です。作成した財務書
類は、町ホームページに掲載予定です。
　※連結会計分については、各一部事務組合の書類が完成次第、公表します。

連結会計

全体会計

一般会計
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③

②

①

③【行政コスト計算書】の「純行政コスト」の金額は、【純資産変動計算書】に記載されま
す。

【貸借対照表】

固定資産等の
変動

本年度末
純資産残高

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末
資金残高

本年度末
資金残高

純資産

臨時利益

純行政コスト

+本年度末歳計外
現金残高

②【貸借対照表】の「純資産」の金額は、【純資産変動計算書】の「本年度末純資産残高」
と対応します。

５　財務４表の相互関係

資産 負債

経常費用

経常収益

（現金預金）

前年度末
純資産残高

純行政コスト

財源臨時損失

①【貸借対照表】の資産のうち「現金預金」の金額は、【資金収支計算書】の「本年度末資
金残高に本年度末歳計外現金残高を足したもの（本年度末現金預金残高）」と対応します。

【行政コスト計算書】 【純資産変動計算書】 【資金収支計算書】
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山田町の財務４表について
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有形固定資産（土地、建物等）

無形固定資産（ソフトウェア等）

投資その他の資産
（出資金、特定目的基金等）

経常的収支（業務活動収支）
＋ 資本的収支（投資活動収支）
＋ 財務的収支（財務活動収支）

　 前年度末歳計外現金残高
＋ 当該年度歳計外現金増減額

　
　

それぞれの「住民１人当り」の額の算出に用いた人口……Ｈ30.4.1現在の住民基本台帳人口（15,846人）

(※)純資産比率… 企業会計の自己資本比率に相当し、民間企業であればこの比率が高いほど経営は安定しているといえますが、

公的団体においては、公共資産は現役世代のみならず将来世代の住民も利用するものであり、負担と受益の公

平性の観点から、必ずしも高い方が望ましいとはいえない側面があります。

６　財務４表（一般会計）概要版

1.1億円

　純経常行政コストに、臨時損失・利益を加減した、
行政活動によって生じたコスト

0.3億円

住民１人当り行政コスト
（純行政コスト／人口）

680千円 本年度末現金預金残高 33億円

　＝（Ａ）＋（Ｂ）

　資産売却益など 本年度末資金残高（Ａ） 32億円

＝（ａ）＋（ｂ）

純行政コスト（Ｆ） 108億円
本年度末歳計外現金残高（Ｂ） 1億円

＝（Ｃ）＋（Ｄ）－（Ｅ） ＝

　災害復旧事業費や資産除売却損など ＝ 12億円
△ 44億円

9億円

臨 時 利 益（Ｅ） 6億円

　＝（Ａ）－（Ｂ）

　経常費用から経常収益を差し引いた、経常的
な行政活動によって生じたコスト 前年度末資金残高（ａ） 55億円

臨 時 損 失（Ｄ） 1億円 本年度資金収支額（ｂ） △ 23億円

　行政サービスの受益者負担分である使用料や
手数料など

本年度末純資産残高（Ｃ） 1,316億円

＝（Ａ）＋（Ｂ）

純経常行政コスト（Ｃ） 113億円

経 常 収 益（Ｂ） 4億円 → △ 純行政コスト △ 108億円

＋ 移転費用（補助金、扶助費等） 56億円

住民１人当り資産額
（資産合計／人口）

8,938千円
住民１人当り純資産額
（純資産合計／人口）

8,306千円
純資産比率

(※) 93%

＝ 財源（税収、国県補助金等） 120億円

経 常 費 用（Ａ） 117億円 前年度末純資産残高（Ａ） 1,304億円

＝ 業務費用（人件費、物件費等） 61億円
本年度純資産変動額（Ｂ） 12億円

 流動資産
　 現金預金、財政調整基金等

91億円 【 純 資 産 】 1,316億円 ←
これまでの世代が負担・形成したもの
（固定資産等、余剰分（不足分））→ （ うち現金預金 33億円 ）

【 資　　産 】 1,416億円 【 負　　債 】 100億円

 固定資産 1,325億円 将来の世代が負担するもの
（地方債、退職手当引当金等）

912億円
住民１人当り負債額
（負債合計／人口）

632千円
負債比率

7%
413億円

貸 借 対 照 表（BS）

行政コスト計算書（PL） 純資産変動計算書（NW）

資 金 収 支 計 算 書（CF）
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【資産の部】
固定資産

有形固定資産
事業用資産

土地
立木竹
建物
工作物
船舶
浮標等
航空機
その他
建設仮勘定

インフラ資産
土地
建物
工作物
その他
建設仮勘定

物品
無形固定資産

ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他
徴収不能引当金

繰延資産 -
資産合計

７　一般会計貸借対照表（BS）

金額(千円）

132,535,002
91,164,537

41,356,679
1,155,140

31,414
113,569

1,010,157

13,786

55,512,456
23,910,374

268,160
16,803,381

848,744
14,386

-
-
-

13,667,412
35,439,528
6,626,716

365
28,288,530

523,917

141,634,088

科目名

19,062
-

5,729,966
5,118,940

611,026

39,799,385
-

△ 8,544
9,099,086
3,352,033

-

-
212,552

-
-

△ 1,975

13,623
164

82,473
328,225

39,799,385
-

固定資産

◆事業用資産
インフラ資産及び物品以外の有形固

定資産

◆インフラ資産

道路、河川、上下水道など、社会基

盤となる資産

◆物品

車両、物品、美術品など

◆ソフトウェア

コンピューターに一定の仕事を行わ

せるためのプログラム

◆建設仮勘定

建設途中の資産

投資その他の資産

◆基金
復興交付金管理運営基金など特定目

的基金

流動資産

◆未収金
収入すべき額のうち、まだ現金収入

されていない額

◆徴収不能引当金
未収金のうち、回収できなくなると

見込まれる額
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【負債の部】
固定負債

地方債
長期未払金
退職手当引当金
損失補償等引当金
その他

流動負債
１年内償還予定地方債
未払金
未払費用
前受金
前受収益
賞与等引当金
預り金
その他

【純資産の部】
固定資産等形成分
余剰分（不足分）

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計

131,614,505
141,634,088

102,528
145,565

-
10,019,583

138,264,968
△ 6,650,463

-

科目名 金額(千円）

9,001,699
7,976,834

15,984
1,008,881

-
-

1,017,884
705,290
64,502

-
-

固定負債

◆長期未払金

地方自治法第２１４条に規定する

債務負担行為で確定債務と見なされ

るもの及びその他の確定債務のうち

流動負債に区分されるもの以外のも

の

◆退職手当引当金
期末時点で職員が自己都合退職し

た場合の要支給額

流動負債

◆賞与等引当金

６月支給予定の期末・勤勉手当総

額とそれらに係る法定福利費相当額

を加算した額の４／６

◆預り金
職員給費等から徴収した税金、契

約保証金など
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経常費用
業務費用

人件費
物件費等
その他の業務費用

移転費用
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金
その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

臨時損失
災害復旧事業費
資産除売却損
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額
その他

臨時利益
資産売却益
その他

純経常行政コスト

純行政コスト

621,128
-

10,771,017

123,718
-
-
-

1,184
621,128

124,901

11,267,244

4,547,491
68,773

5,560,359
3,353,668

675,351
846,529
684,811
360,384
167,539
192,845

1,451,004

８　一般会計行政コスト計算書（PL）

科目名 金額(千円）

11,627,628
6,067,268

業務費用

毎会計年度、経常的に発生するもの

のうち、人件費、物件費等に分類する

減価償却費や各種引当金繰入金など、

現金支出が伴わないコストも含む

移転費用

補助金等は政策目的による補助金等

を、社会保障給付は扶助費等をいう

臨時損失・利益

◆資産除売却損
資産の売却による収入が帳簿価額を

下回る場合の差額及び除却した資産の

除却時の帳簿価額

◆資産売却益
資産の売却による収入が帳簿価額を

上回る場合の差額
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純行政コスト（△）
財源

税収等
国県等補助金

本年度差額
資産評価差額
無償所管換等
その他
本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

前年度純資産残高

△ 1,877
-

11,131
1,189,706

131,614,505

1,180,452

11,951,469
8,187,216
3,764,253

９　一般会計純資産変動計算書（NW）

科目名 金額(千円）

130,424,799
△ 10,771,017行政コスト計算書

貸借対照表

純資産の部
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【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
移転費用支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
臨時収入

【投資活動収支】
投資活動支出

公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

【財務活動収支】
財務活動支出
財務活動収入

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支
本年度資金収支額
前年度末資金残高

110,159
35,406
145,565

3,352,033

736,871

1,301,119
10,364,278

39,009

-
△ 4,424,555

624,728

1,560,338
823,467

△ 2,343,741
5,550,209
3,206,468

12,329,134

5,560,359
9,553,662

123,718
1,459,179
1,257,347

8,191,397
1,003,955

165,466
192,845

16,753,690
14,163,165
2,543,709

8,315
38,500

4,071,417

１０　一般会計資金収支計算書（CF）

科目名 金額(千円）

9,631,777業務活動収支

税収などの業務収入に対し、物件

費や補助金、社会保険給付の支出が

どの程度あるのかを示す

◆業務費用支出
人件費、物件費、支払利息など

◆移転費用支出
補助金、社会保障給付など

◆業務収入
税収、国県補助金、使用料・手数

料など

◆臨時支出
災害復旧事業に関する支出

◆臨時収入
資産売却に伴う収入など

投資活動収支

固定資産や基金、貸付金の増減に

つながる現金収支を示す

◆投資活動支出
固定資産の形成のための支出、基

金積立金など

◆投資活動収入
固定資産の形成のための支出に充

当した国県補助金、固定資産の売却

益など

財務活動収支

地方債の発行、償還などに関する

資金収支を示す
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■住民一人当たり資産額 ■純資産比率

■住民一人当たり負債額 ■住民一人当たり行政コスト

目的

PL純行政コスト／住民基
本台帳人口

地方公共団体の行政活動の効
率性を測定することができま
す。

算式 目的

BS負債合計／住民基本台
帳人口

町が抱える負債を住民一人当
たりの金額を示します。

算式

BS純資産／BS資産合計

経年比較することで現世代と
将来世代の負担の割合を示し
ます。
企業会計での自己資本比率に
相当し、民間企業であればこ
の比率が高いほど望ましいと
いえますが、公的団体におい
ては、公共資産は長期にわ
たって町民に利用されるもの
であり、負担の公平という観
点から、必ずしも高い方が望
ましいとはいえません。

町所有の資産を住民一人当た
りの金額を示します。

BS資産合計／住民基本台
帳人口

１１　山田町における財政分析（一般会計）

※平成３０年４月１日現在の住民基本台帳人口（15,846人）

算式 目的 算式 目的

8,703千円
8,938千円

2,000千円

3,000千円

4,000千円

5,000千円

6,000千円

7,000千円

8,000千円

9,000千円

10,000千円

平成28年度 平成29年度

93.3% 92.9%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

平成28年度 平成29年度

581千円

632千円

500千円

520千円

540千円

560千円

580千円

600千円

620千円

640千円

平成28年度 平成29年度

741千円

680千円

500千円

550千円

600千円

650千円

700千円

750千円

800千円

平成28年度 平成29年度
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本書の計数については、各項目とも原則として表示単位未満を四捨五入しています。
表中の計数は端数調整をしていないため、合計・差額等と一致しない場合があります。

山田町財政課


